
 
 

政務活動費活動報告（研修） 

(1) 研修名：第５回２０１３年度 日本自治創造学会研究大会 

(2) 参加者： (会派)公明党彦根市議団 徳永 ひで子、上杉 正敏 

(3) 日時・場所：平成２５年５月２３日（木）～２４日(金) 

明治大学アカデミーコモン棟（東京都） 

【１．研修目的】 

 日本自治創造学会研究大会に参加することにより、現在、大阪府市を中心とした道

州制や地方分権の在り方ならびにＴＰＰでの我が国の立ち位置が議論されているが、

このことが当市において、少しでも役立てればとの思いで参加した。 

【２．結果報告】 

(1) 内 容 5月 23日(木) 

講演    「地方議会改革のこれから」 

        日本自治創造学会会長・明治大学名誉教授    中邨 章氏 

講演    「政権交代と自治の行方」  

東京大学名誉教授   神野 直彦氏 

提言    「これまでの地方分権の取り組みと今後の課題」 

             内閣府地方分権改革推進室次長   青木 信之氏 

提言    「考えよう、国と地方の仕組み」 

前志木市長・地方自立政策研究所理事長   穂坂 邦夫氏 

パネルディスカッション 「新政権と高齢者医療・介護制度改革の行方」 

 パネリスト    江利川 毅氏   元厚生労働事務次官・医療科学研究所理事長 

       澤井  勝氏             奈良女子大学名誉教授 

       森田  朗氏  学習院大学教授・中央社会保険医療協議会会長 

 コーディネーター 佐々木信夫氏                  中央大学教 

   5月 24日(金) 

講演 「新政権と国・地方の財政課題」   林 宜嗣氏  関西学院大学教授 

講演 「地方分権と道州制」       上山 信一氏  慶應義塾大学教授 

講演 「企業家から見た被災地の復興と地方の再生」渡邊美樹ワタミ取締役会長 

講演 「ＴＰＰを通じた構造改革を」 八代 尚宏氏 国際基督教大学客員教授 

提言 「ＴＰＰと地方への影響」      原田 泰氏   早稲田大学教授 

提言 「ＴＰＰへの不参加と地方への悪影響」宮台 真司氏 首都大学東京教授 

 【３．考察】 

今回の研修においては、大きく３つのテーマについて学んだ。１つ目はこのままの制度で地方は

分権に耐えられるのか。２つ目は新政権の財政課題と道州制・地方の復興をどのように各自治体

が考えて行くのか。３つ目はＴＰＰの本質と参加の是非を限られた業種に注視するのではなく国

全体の国益を見据えて検討していかなければならないことを、この度の研究大会で学べたことが

大きな成果であったと感じた。 

 


